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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエチレン系樹脂１００質量部とポリスチレン系樹脂２０～６００質量部とを含み、
前記ポリエチレン系樹脂が、１３０００００～３００００００のＺ平均分子量、５～１０
の分散度、９４０～９７０ｋｇ／ｍ3の密度、及び１９０℃、２．１６ｋｇの荷重下で測
定して、１～５ｇ／１０分のメルトフローレートを有することを特徴とするスチレン改質
ポリエチレン系樹脂粒子。
【請求項２】
　前記ポリエチレン系樹脂が、６０～８０％の結晶化度を有する請求項１に記載のスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子。
【請求項３】
　前記ポリエチレン系樹脂が、ＡＳＴＭ　Ｄ６８６６に準拠して測定して、８０％以上の
植物度を有する請求項１又は２に記載のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子。
【請求項４】
　前記スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が、１．０～１．５のアスペクト比を有する
請求項１～３のいずれか１つに記載のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１つに記載のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子から得られ
る発泡性複合樹脂粒子。
【請求項６】
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　請求項５に記載の発泡性複合樹脂粒子から得られる予備発泡粒子。
【請求項７】
　請求項６に記載の予備発泡粒子から得られる発泡成形体。
【請求項８】
　前記発泡成形体が、部品梱包材、自動車部材又は緩衝材である請求項７に記載の発泡成
形体。
【請求項９】
　請求項６に記載の予備発泡粒子の製造方法であって、前記方法が、０．０２～０．１５
ＭＰａの加熱蒸気を使用して前記発泡性複合樹脂粒子を予備発泡させる工程を含む予備発
泡粒子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子、発泡性複合樹脂粒子、予備発泡粒子
、発泡成形体及び予備発泡粒子の製造方法に関する。さらに詳しくは、本発明は、発泡成
形体に優れた耐熱性や加熱寸法安定性を導入することができるような、耐熱性に優れたス
チレン改質ポリエチレン系樹脂粒子、発泡性複合樹脂粒子、予備発泡粒子、発泡成形体及
び予備発泡粒子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、ポリスチレン系樹脂又はポリオレフィン系樹脂からなる樹脂発泡成形体が様々な
用途で使用されている。
【０００３】
　ポリスチレン系樹脂からなる発泡成形体は、剛性、断熱性、軽量性、耐水性及び発泡成
形性のような特性に優れることが知られ、緩衝材や建材用断熱材として幅広く使用されて
いる。しかしながら、これらについては耐薬品性及び耐衝撃性に劣るという問題があり、
その結果、それらの用途は制限される場合がある。
【０００４】
　一方、ポリエチレン系樹脂やポリプロピレン系樹脂等のポリオレフィン系樹脂からなる
発泡成形体は、ポリスチレン系樹脂とは異なって、耐薬品性及び耐衝撃性に優れることが
知られ、このような特性を利用して自動車関連部材として広く使用されている。しかしな
がら、ポリオレフィン系樹脂は発泡剤の保持性に劣ることから、発泡成形条件を精密に制
御する必要がある。その結果、製造コストを多く要するという問題がある。加えて、この
発泡成形体は、ポリスチレン系樹脂からなる発泡成形体と比べて、剛性や発泡性に劣ると
いう問題もある。
【０００５】
　このため、これらの問題を解決する発泡成形体として、樹脂成分としてポリスチレン系
樹脂とポリオレフィン系樹脂とを複合させた発泡成形体が、特許文献１及び２に提案され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－９７５５５号公報
【特許文献２】特開２００７－２７０１１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１には、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、低密度ポリエチレン（Ｌ
ＤＰＥ）又は直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）の樹脂粒子（ポリオレフィン系樹
脂）を、ポリスチレン系樹脂で改質し、得られたスチレン改質ポリオレフィン系樹脂粒子
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から製造した発泡成形体が提案されている。
【０００８】
　しかしながら、前記公報に記載の発泡成形体は、高い耐薬品性及び耐衝撃性を有するも
のの、例えば、高温に晒されるようなより厳しい条件下では、耐熱性や加熱寸法安定性が
不足することがある。このため、これらの特性をさらに改善した発泡成形体の提供が望ま
れている。
【０００９】
　また、特許文献２には、前記のような要望に応えるものとして、スチレン改質ポリオレ
フィン系樹脂粒子が提案されている。この公報に記載された技術では、精密に制御された
物性を有する高密度ポリエチレンを使用することで、より厳しい条件下でも、発泡成形体
の耐熱性や加熱寸法安定性を確保できると記載されている。
【００１０】
　しかしながら、発泡成形体を部品梱包材、自動車部材又は緩衝材として使用するには、
特許文献２に記載の発泡成形体が有する耐熱性では不十分な場合がある。また、特許文献
２に記載されたスチレン改質ポリオレフィン系樹脂粒子は、ポリオレフィン系樹脂の溶融
張力、収縮因子及びメルトフローレート（ＭＦＲ）のような物性を精密に制御する必要も
あり、生産性に課題を残す。
【００１１】
　他方、近年バイオマス原料由来のポリエチレン樹脂が製造されているものの、現在まで
にこのようなポリエチレン系樹脂で、特許文献２の範囲を精密に満たすような樹脂は確認
されておらず、バイオマス原料由来の高密度ポリエチレンを使用して、発泡性、耐熱性を
満足する発泡性複合樹脂粒子を製造することは困難であった。
【００１２】
　本発明は、前記のような問題に鑑みてなされたものであり、耐熱性に優れたスチレン改
質ポリエチレン系樹脂粒子を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、原料として、特定の範囲のＺ平均分子量、分散度及び
密度を有するポリエチレン系樹脂を含むスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が、優れた
耐熱性や加熱寸法安定性を発泡成形体に導入できることを見出し、本発明を行うに至った
。
【００１４】
　かくして、本発明によれば、ポリエチレン系樹脂１００質量部とポリスチレン系樹脂２
０～６００質量部とを含み、前記ポリエチレン系樹脂が、１３０００００～３０００００
０のＺ平均分子量、５～１０の分散度、９４０～９７０ｋｇ／ｍ3の密度、及び１９０℃
、２．１６ｋｇの荷重下で測定して、１～５ｇ／１０分のメルトフローレートを有するこ
とを特徴とするスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が提供される。
【００１５】
　また、本発明によれば、耐熱性に優れた発泡性複合樹脂粒子が提供される。
【００１６】
　また、本発明によれば、耐熱性に優れた予備発泡粒子が提供される。
【００１７】
　また、本発明によれば、耐熱性に優れた発泡成形体が提供される。
【００１８】
　また、本発明によれば、耐熱性に優れた予備発泡粒子の簡便な製造方法が提供される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、耐熱性に優れたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子を提供すること
ができる。また、本発明のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子から得られる発泡性複合
樹脂粒子、予備発泡粒子及び発泡成形体も優れた耐熱性を有することができる。
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【００２０】
　また本発明によれば、ポリエチレン系樹脂が、１９０℃、２．１６ｋｇの荷重下で測定
して、１～５ｇ／１０分のメルトフローレートを有する場合、ポリエチレン系樹脂が加熱
時に十分な流動性を有するため、耐熱性及び発泡性により優れたスチレン改質ポリエチレ
ン系樹脂粒子を提供することができる。
【００２１】
　また本発明によれば、ポリエチレン系樹脂が６０～８０％の結晶化度を有する場合、ポ
リエチレン系樹脂がより耐熱性に優れるため、耐熱性により優れたスチレン改質ポリエチ
レン系樹脂粒子を提供することができる。
【００２２】
　また本発明によれば、ポリエチレン系樹脂が、ＡＳＴＭ　Ｄ６８６６に準拠して測定し
て、８０％以上の植物度を有する場合、ポリエチレン系樹脂が植物由来成分を好適な割合
で含むため、環境適合性に優れ、耐熱性により優れたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒
子を提供することができる。
【００２３】
　また本発明によれば、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が１．０～１．５のアスペ
クト比を有する場合、耐熱性により優れたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子を提供す
ることができる。
【００２４】
　本発明によれば、耐熱性に優れた発泡性複合樹脂粒子を提供することができる。
【００２５】
　本発明によれば、耐熱性に優れた予備発泡粒子を提供することができる。
【００２６】
　本発明によれば、耐熱性に優れた発泡成形体を提供することができる。
【００２７】
　また本発明によれば、耐熱性に優れた部品梱包材、自動車部材又は緩衝材を提供するこ
とができる。
【００２８】
　本発明によれば、方法が０．０２～０．１５ＭＰａの加熱蒸気を使用して発泡性複合樹
脂粒子を予備発泡させる工程を含む場合、嵩倍数が高く、かつ耐熱性に優れた予備発泡粒
子の簡便な製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　本発明の特徴は、ポリエチレン系樹脂１００質量部とポリスチレン系樹脂２０～６００
質量部とを含み、前記ポリエチレン系樹脂が、１３０００００～３００００００のＺ平均
分子量、５～１０の分散度及び９４０～９７０ｋｇ／ｍ3の密度を有するスチレン改質ポ
リエチレン系樹脂粒子である。以下、本発明のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子をよ
り具体的に説明する。
【００３０】
＜スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子＞
　本発明において、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子とは、ポリエチレン系樹脂をス
チレン系単量体に由来するポリスチレン系樹脂で改質した複合樹脂粒子を意味する。この
ため、本発明のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、ポリスチレン系樹脂が有する剛
性、及び発泡成形性のような特性と、ポリエチレン系樹脂が有する耐薬品性及び耐衝撃性
（衝撃吸収性）のような特性とを併せて有することができる。また、ポリオレフィン系樹
脂発泡成形体で問題となる発泡性、剛性、成型性等の不足を改善することもできる。
【００３１】
　本発明のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、ポリエチレン系樹脂とポリスチレン
系樹脂とを好適な割合で含む。具体的には、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、ポ
リエチレン系樹脂１００質量部に対して、ポリスチレン系樹脂を２０～６００質量部、好
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ましくは１００～５００質量部、より好ましくは１５０～４００質量部含む。
【００３２】
　ポリスチレン系樹脂が２０質量部より少ない場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒
子中のポリスチレン系樹脂の比率が低くなり、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が剛
性、及び発泡成形性といったポリスチレン系樹脂に由来する特性を十分に得ることができ
ないことがある。他方、ポリスチレン系樹脂が６００質量部より多い場合、スチレン改質
ポリエチレン系樹脂粒子中のポリエチレン系樹脂の比率が低くなり、耐薬品性、耐熱性及
び耐衝撃性といったスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子がポリエチレン系樹脂に由来す
る特性を十分に得ることができないことがある。
【００３３】
　スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、好ましくは１．０～１．５、より好ましくは
１．０～１．２のアスペクト比を有する。アスペクト比が１．５より高い場合、スチレン
改質ポリエチレン系樹脂粒子から得られる予備発泡粒子を金型に充填して発泡成形体を得
る際に、金型への充填性が悪くなることがある。
【００３４】
　スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、好ましくは０．５～５．０ｍｍ、より好まし
くは０．８５～３．０ｍｍの平均粒子径を有する。また、その形状は球状～略球状である
ことが好ましい。
【００３５】
＜ポリエチレン系樹脂＞
　スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は樹脂成分としてポリエチレン系樹脂を含む。こ
のため、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、ポリエチレン系樹脂が有する、耐薬品
性及び耐衝撃性のような優れた特性を有することができる。また、ポリエチレン系樹脂と
は、エチレン単独重合体、又はエチレン単量体を主成分とし、エチレン単量体と共重合可
能な他の単量体成分との共重合体を意味する。さらに、エチレン単量体を主成分とすると
は、エチレン単量体が全単量体成分１００質量部中に５０質量部以上を占めることを意味
する。
【００３６】
　具体的には、ポリエチレン系樹脂として、例えば、分枝鎖状低密度ポリエチレン、直鎖
状低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、エチレン－プロピレ
ン共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体のようなポリエチレン系樹脂を挙げることが
できる。
【００３７】
　本発明のポリエチレン系樹脂は、１３０００００～３００００００のＺ平均分子量、好
ましくは１５０００００～２５０００００、より好ましくは１６０００００～２００００
００のＺ平均分子量（Ｍｚ）を有する。
【００３８】
　Ｚ平均分子量が１３０００００より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は
十分な耐熱性を有さないことがある。他方、Ｚ平均分子量が３００００００より高い場合
、発泡性複合樹脂粒子は十分な発泡性を有さないことがある。
【００３９】
　また、Ｚ平均分子量は高いと、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子の重合工程時の加
熱による、樹脂の過度の軟化を防ぎ、粒子形状が扁平化することを防止し、粒子を球状化
させ易い。
【００４０】
　本発明のポリエチレン系樹脂は、好ましくは２１００００～３０００００、より好まし
くは２２００００～２９００００、さらに好ましくは２５００００～２８００００の重量
平均分子量（Ｍｗ）を有する。
【００４１】
　重量平均分子量が２１００００より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が
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十分な耐熱性を有さないことがある。他方、重量平均分子量が３０００００より高い場合
、発泡性複合樹脂粒子が十分な発泡性を有さないことがある。
【００４２】
　本発明のポリエチレン系樹脂は、好ましくは２５０００～５５０００、より好ましくは
３００００～４５０００の数平均分子量（Ｍｎ）を有する。
【００４３】
　本発明のポリエチレン系樹脂は、５～１０、好ましくは６～９、より好ましくは７～９
の分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）を有する。ここで、分散度とは、Ｍｎ及びＭｗを使用して得られ
る鎖長分布の単分散性の度合いを示す値を意味する。
【００４４】
　分散度は、５より小さいと発泡性複合樹脂粒子が十分な発泡性を有さず、型内発泡成形
時に発泡粒子同士の融着性が悪くなることがある。他方、１０より高いとスチレン改質ポ
リエチレン系樹脂粒子の耐熱性が低下することがある。
【００４５】
　本発明のポリエチレン系樹脂は、９４０～９７０ｋｇ／ｍ3、好ましくは９４５～９６
５ｋｇ／ｍ3、より好ましくは９５０～９６０ｋｇ／ｍ3の密度を有する。
【００４６】
　ポリエチレン系樹脂の密度が９４０ｋｇ／ｍ3より低い場合、結晶化度が低くなり過ぎ
、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子の耐熱性が低下することがある。他方、ポリエチ
レン系樹脂の密度が９７０ｋｇ／ｍ3より高い場合、結晶化度が高くなり過ぎ、発泡性複
合樹脂粒子が十分な発泡性を有さないことがある。
【００４７】
　本発明のポリエチレン系樹脂をＡＳＴＭ　Ｄ６８６６に準拠して測定した場合、ポリエ
チレン系樹脂は、好ましくは８０％以上、より好ましくは９０％以上の植物度を有する。
【００４８】
　植物度が８０％より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子の植物由来度が低
下し、環境負荷低減に対する寄与が小さくなることがある。
【００４９】
　本発明のポリエチレン系樹脂を１９０℃、２．１６ｋｇの荷重下で測定した場合、ポリ
エチレン系樹脂は、好ましくは１～５ｇ／１０分、より好ましくは１～３ｇ／１０分のメ
ルトフローレートを有する。
【００５０】
　メルトフローレートが１ｇ／１０分より低い場合、発泡工程時に樹脂成分が十分に軟化
せず、発泡性複合樹脂粒子が十分な発泡性を有さないことがある。他方、メルトフローレ
ートが５ｇ／１０分より高い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が十分な耐熱性
を有さないことがある。具体的には、発泡成形体の加熱寸法変化率を悪化させることがあ
る。
【００５１】
　また、ポリエチレン系樹脂は、好ましくは６０～８０％、より好ましくは７０～８０％
の結晶化度を有する。
【００５２】
　結晶化度が６０％より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が十分な耐熱性
を有さないことがある。他方、結晶化度が８０％より高い場合、発泡性複合樹脂粒子が十
分な発泡性を有さないことがある。
【００５３】
　また、ポリエチレン系樹脂は、好ましくは１２０～１４０℃、より好ましくは１２５～
１３５℃の融点を有する。
【００５４】
　融点が１２０℃より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が十分な耐熱性を
有さないことがある。他方、融点が１４０℃より高い場合、発泡性複合樹脂粒子が十分な
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発泡性を有さないことがある。
【００５５】
　また、ポリエチレン系樹脂は、好ましくは１１５～１４０℃、より好ましくは１２０～
１３５℃のビカット軟化温度を有する。
【００５６】
　ビカット軟化温度が１１５℃より低い場合、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子が十
分な耐熱性を有さないことがある。他方、ビカット軟化温度が１４０℃より高い場合、発
泡性複合樹脂粒子が十分な発泡性を有さないことがある。
【００５７】
＜ポリスチレン系樹脂＞
　スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は樹脂成分としてポリスチレン系樹脂を含む。こ
のため、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、ポリスチレン系樹脂が有する、優れた
剛性及び発泡成形性のような優れた特性を有することができる。
【００５８】
　また、ポリスチレン系樹脂とは、スチレン単独重合体、又はスチレン単量体を主成分と
し、スチレン単量体と共重合可能な他の単量体成分との共重合体を意味する。さらに、ス
チレン単量体を主成分とするとは、スチレン単量体が全単量体成分１００質量部中に５０
質量部以上を占めることを意味する。ポリスチレン系樹脂は、後述するようにスチレン系
単量体をポリエチレン系樹脂に吸収させ、ポリエチレン系樹脂中で重合させた重合体も意
味する。
【００５９】
　所望の物性に影響を与えない限り、前記ポリエチレン系樹脂及びポリスチレン系樹脂を
単独で使用しても、２種以上を併用してもよい。また、これらの樹脂成分として共重合体
を使用する場合、共重合体はランダム共重合体であってよく、ブロック共重合体であって
もよい。
【００６０】
　ポリエチレン系樹脂及びポリスチレン系樹脂中に含まれる共重合体成分としては、所望
の物性に影響を与えない限り、公知の単量体を使用することができる。具体的には、α－
オレフィン系単量体、環状オレフィン系単量体、ジエン系単量体、塩化ビニル、塩化ビニ
リデン、アクリロニトリル、酢酸ビニル、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、アク
リル酸エチル、アクリル酸ブチル、メタクリル酸メチル、無水マレイン酸及びメチルスチ
レンのようなビニル系単量体を挙げることができる。また、これらは１種又は２種以上で
使用することもできる。
【００６１】
＜その他の成分＞
　所望のスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子、並びに以下の発泡性複合樹脂粒子、予備
発泡粒子及び発泡成形体を得ることができる限り、これらは他の添加剤等を適宜含んでい
てもよい。具体的には、気泡調整剤、被覆剤、光安定剤、紫外線吸収剤、顔料、染料、消
泡剤、熱安定剤、滑剤及び帯電防止剤を挙げることができる。
【００６２】
　なお、原料単量体、原料樹脂、その他の成分等の質量及び質量比と、スチレン改質ポリ
エチレン系樹脂粒子、発泡性複合樹脂粒子、予備発泡粒子及び発泡成形体における樹脂成
分、その他の成分等の質量及び質量比とは略同一である。
【００６３】
　また、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子、発泡性複合樹脂粒子、予備発泡粒子及び
発泡成形体中に含まれる原材料の定性及び定量はＮＭＲ、ＩＲ、ＧＰＣ等を使用して、公
知の方法に従って行うことができる。
【００６４】
＜発泡性複合樹脂粒子＞
　本発明の発泡性複合樹脂粒子も、その原料として前記のようなスチレン改質ポリエチレ
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ン系樹脂粒子を使用するため、耐熱性に優れる。また、発泡性複合樹脂粒子とは、スチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子と発泡剤とを複合させた、加熱発泡性を示す複合樹脂粒子
を意味する。
【００６５】
　具体的には、発泡性複合樹脂粒子は、樹脂成分としてのスチレン改質ポリエチレン系樹
脂粒子１００質量部と、好ましくは５～２５質量部、より好ましくは５～１５質量部の発
泡剤とから得られる。
【００６６】
　発泡剤が５質量部より低い場合、発泡剤量が不足し、発泡性複合樹脂粒子は十分な発泡
性を有さないことがある。他方、発泡剤が２５質量部より多い場合、発泡剤量が過剰とな
り、この場合も、発泡性複合樹脂粒子は十分な発泡性を有さないことがある。
【００６７】
　発泡剤としては揮発性を有する公知の発泡剤を使用することができる。例えば、プロパ
ン、ｎ－ブタン（ノルマルブタン）、ｉ－ブタン（イソブタン）、ｎ－ペンタン（ノルマ
ルペンタン）、ｉ－イソペンタン（イソペンタン）、ｎ－ヘキサン（ノルマルヘキサン）
及びｉ－ヘキサン（イソヘキサン）の単独又はそれらの混合物を挙げることができる。こ
れらの内、より大きな発泡性能を発泡性複合樹脂粒子に導入することができる、ｎ－ブタ
ン、ｉ－ブタン、ｎ－ペンタン、ｉ－ペンタンのいずれかが好ましい。発泡剤は単独で用
いてもよく２種以上を使用してもよい。
【００６８】
　発泡性複合樹脂粒子は、好ましくは０．５～５ｍｍ、より好ましくは０．８５～３．０
ｍｍの平均粒子径を有する。また、その形状は球状～略球状であることが好ましい。
【００６９】
＜予備発泡粒子＞
　本発明の予備発泡粒子も、その原料として前記のようなスチレン改質ポリエチレン系樹
脂粒子を使用するため、耐熱性に優れる。また、予備発泡粒子とは、前記のような発泡性
複合樹脂粒子を所定の嵩密度まで加熱発泡させた樹脂粒子を意味する。
【００７０】
　予備発泡粒子は、好ましくは０．０１～０．２０ｇ／ｃｍ3、より好ましくは０．０２
～０．１０ｇ／ｃｍ3の嵩密度を有する。
【００７１】
　嵩密度が０．０１ｇ／ｃｍ3より低いと、得られる発泡成形体の強度及び耐熱性が低下
することがある。一方、０．２０ｇ／ｃｍ3より高いと、得られる発泡成形体の重量が増
加することがある。
【００７２】
　予備発泡粒子は、好ましくは１．０～９．０ｍｍ、より好ましくは２．０～６．４ｍｍ
の平均粒子径を有する。同様に、その形状も球状～略球状であることが好ましい。
【００７３】
＜発泡成形体＞
　本発明の発泡成形体も、その原料として前記のようなスチレン改質ポリエチレン系樹脂
粒子を使用するため、耐熱性に優れる。また、発泡成形体とは、前記のような予備発泡粒
子を熱融着させて得られる樹脂成形体を意味する。
【００７４】
　発泡成形体は、好ましくは０．０１～０．２０ｇ／ｃｍ3、より好ましくは０．０２～
０．１０ｇ／ｃｍ3の密度を有する。
【００７５】
　密度が０．０１ｇ／ｃｍ3より低いと、得られる発泡成形体の強度及び耐熱性が低下す
ることがある。一方、０．２０ｇ／ｃｍ3より高いと、得られる発泡成形体の重量が増加
することがある。
【００７６】
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　本発明の発泡成形体は、好ましくは５０～１００％、より好ましくは７０～１００％の
融着率を示す。
【００７７】
　また、発泡成形体は、好ましくは０～３％、より好ましくは０～１％の８０℃７日間で
の加熱寸法変化率を示す。
【００７８】
（スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子、発泡性樹脂粒子、予備発泡粒子及び発泡成形体
の製造方法）
　まず、スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子は、例えば、以下のように製造できる。即
ち、水性懸濁液中に、前記ポリエチレン系樹脂の粒子１００質量部と、スチレン系単量体
２０～６００質量部と、重合開始剤とを分散させる。なお、スチレン系単量体と重合開始
剤とを予め混合して用いてもよい。
【００７９】
　ポリエチレン系樹脂の粒子は、公知の方法により得ることができる。例えば、ポリエチ
レン系樹脂を、必要に応じて無機核剤と添加剤と共に、押出機中で溶融混練して押出すこ
とでストランドを得、得られたストランドを、空気中でカット、水中でカット、加熱しつ
つカットすることで、造粒する方法が挙げられる。
【００８０】
　無機核剤としては、例えば、タルク、二酸化珪素、マイカ、クレー、ゼオライト、炭酸
カルシウム等が挙げられる。無機核剤の使用量は、ポリエチレン系樹脂１００質量部に対
して、２質量部以下が好ましく、０．２～１．５質量部がより好ましい。水性懸濁液を構
成する水性媒体としては、水、水と水溶性溶媒（例えば、低級アルコール）との混合媒体
が挙げられる。
【００８１】
　重合開始剤としては、一般にスチレン系単量体の懸濁重合用の開始剤として用いられて
いるものが使用できる。例えば、ベンゾイルパーオキサイド、ジｔ－ブチルパーオキサイ
ド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ジクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－
２，５－ジ－ｔ－ブチルパーオキシヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリ
メチルヘキサノエート、ｔ－ブチル－パーオキシ－２－エチルヘキシルカーボネート等の
有機化過酸化物である。これらの重合開始剤は単独もしくは２種以上を併用してもよい。
【００８２】
　重合開始剤の使用量は、スチレン系単量体１００質量部に対して、０．１～０．９質量
部が好ましく、０．２～０．５質量部がより好ましい。０．１質量部未満ではスチレン系
単量体の重合に時間がかかり過ぎることがある。０．９質量部を超える重合開始剤の使用
は、スチレン系樹脂の分子量が低くなることがある。
【００８３】
　水系懸濁液には、必要に応じて分散剤を添加してもよい。分散剤としては、特に限定さ
れず、公知のものをいずれも使用することができる。具体的には、リン酸カルシウム、ピ
ロリン酸マグネシウム、ピロリン酸ナトリウム、酸化マグネシウム等の難溶性無機物が挙
げられる。さらに、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダのような界面活性剤を使用しても
よい。
【００８４】
　次に、得られた分散液をスチレン系単量体が実質的に重合しない温度に加熱してスチレ
ン系単量体をポリエチレン系樹脂粒子に含浸させる。ポリエチレン系樹脂粒子内部にスチ
レン系単量体を含浸させる時間は、３０分～２時間が適当である。十分に含浸させる前に
重合が進行するとスチレン系樹脂の重合体粉末を生成してしまうことがある。前記単量体
が実質的に重合しない温度とは、高い方が含浸速度を速めるには有利であるが、重合開始
剤の分解温度を考慮して決定する必要がある。
【００８５】
　次いで、スチレン系単量体の重合を行う。重合は、特に限定されないが、１１５～１４
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０℃で、１．５～５時間行うことが好ましい。重合は、通常、加圧可能な密閉容器中で行
われる。なお、スチレン系単量体の含浸と重合を複数回に分けて行ってもよい。複数回に
分けることで、ポリスチレンの重合体粉末の発生を極力少なくできる。前記工程によりス
チレン改質ポリエチレン系樹脂粒子を得ることができる。
【００８６】
　次に、発泡性樹脂粒子は、前記重合中もしくは重合終了後のスチレン改質ポリエチレン
系樹脂粒子に発泡剤を含浸することで得ることができる。この含浸は、それ自体公知の方
法により行うことができる。例えば、重合中での含浸は、重合反応を密閉式の容器中で行
い、容器中に発泡剤を圧入することにより行うことができる。重合終了後の含浸は、密閉
式の容器中で、発泡剤を圧入することにより行われる。
【００８７】
　さらに、予備発泡粒子は、前記発泡性樹脂粒子を、公知の方法で所定の嵩密度に予備発
泡させることで得ることができる。
【００８８】
　本発明の発泡性複合樹脂粒子は耐熱性に優れるため、予備発泡粒子の製造方法は、好ま
しくは０．０２～０．１５ＭＰａ、より好ましくは０．０４～０．０９ＭＰａの加熱蒸気
を使用して前記発泡性複合樹脂粒子を予備発泡させる工程を含む。この場合、より高圧の
加熱蒸気を使用することで、製造コスト、製造時間の低減を図ることができる。
【００８９】
　さらに、発泡成形体は、予備発泡粒子を発泡成形機の金型内に充填し、再度加熱して予
備発泡粒子を発泡させながら、発泡粒同士を熱融着させることで得ることができる。加熱
用の媒体は水蒸気が好適に使用できる。
【００９０】
　各製造工程における工程温度、工程圧力及び工程時間のようなその他の製造条件は、使
用する製造設備、原料等に従って適宜設定される。
【００９１】
　本発明の発泡成形体は優れた耐熱性を有する。また、発泡成形体は優れた耐薬品性も有
する。このため、発泡成形体は、部品梱包材、自動車部材又は緩衝材のような、優れた耐
熱性が求められる用途で好適に使用することができる。具体的には、薄型テレビ部材搬送
容器のような部品梱包材、フットレスト、シート用嵩上げ材、ティビアパッド及びツール
ボックスのような自動車部材、並びに各種緩衝材を挙げることができる。
【実施例】
【００９２】
　以下、実施例及び比較例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例
に限定されるものではない。
【００９３】
（数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、Ｚ平均分子量（Ｍｚ）及び分散度（
Ｍｗ／Ｍｎ））
　数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、Ｚ平均分子量（Ｍｚ）は、ゲルパー
ミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて測定した。
　具体的には、試料１０ｍｇにO-ジクロロベンゼン４ｍＬを加えて密栓し、東ソー(株）
製DF-8200で、１６０℃で２時間溶解させたものを測定試料とし、次の測定条件でクロマ
トグラフを用いて測定し、予め作成しておいた標準ポリスチレンの検量線から試料の数平
均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、Ｚ平均分子量（Ｍｚ）を求める。
　「測定条件」
　使用機器：東ソー（株）製 ＨＬＣ－８１２１ＧＰＣ／ＨＴ
　ガードカラム：東ソー（株）製 ＴＳＫｇuardcolumn Hhr（S）HT １本（７．５mm I.D.
×７．５cm）
　カラム：東ソー（株）製 TＳＫｇｅｌ ＧＭＨｈｒ－Ｈ（S）ＨＴ ２本（７．８mm I.D.
×３０cm）
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　移動相：O-ジクロロベンゼン
　サンプル流量：１．０ｍＬ／ｍｉｎ
　リファレンス流量：０．５ｍＬ／ｍｉｎ
　検出器：ＲＩ
　試料濃度：０．２５ｗｔ％
　注入量：３００μＬ
　測定時間：４０ｍｉｎ
　「装置各部設定温度」
　溶媒ストッカ：５０℃
　システムオーブン：４０℃
　プレオーブン：１４５℃
　カラムオーブン（カラム温度）：１４５℃
　サンプルテーブル：１４５℃
　注入バルブ：１４５℃
　トランスライン：１４５℃
　廃液ライン：１４５℃
　検出器：１４５℃
　「検量線作成方法」
　また、検量線用標準ポリスチレン試料は、昭和電工（株）製のShodex Standard(SM-105
 SH-75の分子量Ｍｗが5,620,000と3,120,000と1,250,000と442,000と131,000と54,000と2
0,000と7,590と3,450と1,320）を用いた。
　検量線の作成方法は、上記検量線用標準ポリスチレンをＡ(5,620,00，1,250,000，131,
000，20,000，3,450），Ｂ（3,120,000，442,000，54,000，7,590，1,320）にグループ分
けし、各分子量ポリスチレンが０．０４ｗｔ％になるようにO-ジクロロベンゼンで溶解し
、３００μＬ注入した。これらの保持時間から較正曲線（三次式）を作成し、平均分子量
測定に用いた。
【００９４】
　（分散度）
　前記方法で、得られたＭｎ、及びＭｗを使用して分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）を測定する。
【００９５】
（ポリエチレン系樹脂の密度）
　ポリエチレン系樹脂の密度は、ＪＩＳ　Ｋ６９２２－１：１９９８に準拠して密度勾配
管法で測定する。
【００９６】
（ポリエチレン系樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ））
　ＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ６９２２－１：１９９８に準拠して、１９０℃、２．１６ｋｇの
荷重下で測定する。
【００９７】
（ポリエチレン系樹脂の結晶化度）
　結晶化度は示差走査熱量計装置（ＤＳＣ）の測定により求める。具体的には、ポリエチ
レン系樹脂のサンプルを５０℃で１分間保持する。次いで、２００℃／分の速度で１８０
℃まで昇温し、１８０℃で５分間保持する。さらに、１０℃／分で５０℃まで降温し、５
０℃で５分間保持する。この後、１０℃／分で１８０℃まで昇温する。その際に得られる
融解曲線において、６０℃から１４５℃に基線を引く。この基線と融解曲線とから融解エ
ンタルピー（ΔＨ（Ｊ／ｇ））を算出する。融解エンタルピーを以下の式に代入すること
で、結晶化度Ｘ（％）を算出する。
Ｘ＝ΔＨ×１００／２９３
【００９８】
（ポリエチレン系樹脂の融点）
　融点は、ＪＩＳ　Ｋ７１２２：１９８７「プラスチックの転移熱測定方法」記載の方法
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により測定する。即ち、示差走査熱量計装置ＲＤＣ２２０型（セイコー電子工業社製）を
用い、測定容器に試料を７ｍｇ充填して、窒素ガス流量３０ｍＬ／分のもと、室温から２
２０℃の間で１０℃／Ｌの昇、降温スピードにより昇温、降温、昇温を繰り返し、２回目
の昇温時のＤＳＣ曲線の融解ピーク温度を融点とする。また、融解ピークが２つ以上ある
場合は、低い側のピーク温度を融点とする。
【００９９】
（ポリエチレン系樹脂の植物度）
　植物度（バイオマス度）は、ＡＳＴＭ　Ｄ６８６６　に準拠して測定する。
【０１００】
（ポリエチレン系樹脂のビカット軟化点）
　ＪＩＳ　７１９６：１９９１「熱可塑性プラスチックフィルム及びシートの熱機械分析
による軟化温度試験方法」記載の方法により測定する。即ち、樹脂粒子を熱プレスして、
厚み２ｍｍに潰した後、縦１０ｍｍ×横２０ｍｍ×厚み２ｍｍの平面長方形状のフィルム
状試験片を作製し、熱・応力・歪み測定装置（セイコーインスツルメンツ社製、商品名「
ＴＭＡ／ＳＳ６２００」）を用い、針入り試験モード（針の先端面積１ｍｍ2）、荷重５
０ｇとし、フィルム状試験片に針を当てて、昇温速度５℃／分で温度を上げていき、フィ
ルム状試験片の歪みが発生した時の温度をこの樹脂粒子のビカット軟化点とする。
【０１０１】
（スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子のアスペクト比（ポリマー形状））
　含浸重合工程で得られたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子の長径（Ｌ）、短径（Ｄ
）の比（Ｌ／Ｄ）をとり、下記の基準に基づいて判断する。１０個のサンプルの平均値を
アスペクト比とする。
【０１０２】
　アスペクト比（ポリマー形状）について、
○：良好             １．０≦長径／短径≦１．２
△：やや悪い         １．２＜長径／短径≦１．５
×：悪い             １．５＜長径／短径
と判定した。
【０１０３】
（予備発泡粒子の嵩密度）
　予備発泡粒子の嵩密度は、下記の要領で測定する。まず、予備発泡粒子をメスシリンダ
に５００ｃｍ3の目盛りまで充填する。但し、メスシリンダを水平方向から目視し、予備
発泡粒子が一粒でも５００ｃｍ3の目盛りに達していれば、充填を終了する。次に、メス
シリンダ内に充填した予備発泡粒子の重量を小数点以下２位の有効数字で秤量し、その重
量をＷ（ｇ）とする。次式により予備発泡粒子の嵩密度を算出する。
嵩密度（ｇ／ｃｍ3）＝Ｗ／５００
【０１０４】
（発泡成形体の密度）
　発泡成形体（成形後、５０℃で４時間以上乾燥させたもの）から切り出した試験片（例
７５×３００×３５ｍｍ）の重量（ａ）と体積（ｂ）をそれぞれ有効数字３桁以上になる
ように測定し、式（ａ）／（ｂ）により発泡成形体の密度（ｇ／ｃｍ3）を求める。
【０１０５】
（発泡成形体の融着率）
　縦４００ｍｍ×横３００ｍｍの上面を有し、厚み３０ｍｍの直方体形状の発泡成形体の
上面に、カッターで横方向に沿って長さ３００ｍｍ、深さ約５ｍｍの切り込み線を入れ、
この切り込み線に沿って発泡成形体を２分割する。そして、２分割された発泡成形体の破
断面の発泡粒子について、発泡粒子内で破断している発泡粒子数（ａ）と、発泡粒子間の
界面で破断している発泡粒子数（ｂ）を測定し、下記式に基づいて融着率を算出する。
融着率（％）＝１００×（ａ）／〔（ａ）＋（ｂ）〕
【０１０６】
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（発泡成形体の加熱寸法変化率）
　発泡成形体の加熱寸法変化率をＪＩＳ　Ｋ　６７６７：１９９９「発泡プラスチック－
ポリエチレン－試験方法」記載のＢ法にて測定する。具体的には、発泡成形体から縦１５
０ｍｍ×横１５０ｍｍ×高さ２０ｍｍの試験片を切り出す。前記試験片の表面に、縦方向
に指向する長さ５０ｍｍの直線を３本、互いに平行に５０ｍｍ間隔毎に記入すると共に、
横方向に指向する長さ５０ｍｍの直線を３本、互いに平行に５０ｍｍ間隔毎に記入する。
しかる後、試験片を８０℃の熱風循環式乾燥機の中に１６８時間に亘って放置した後に取
出し、標準状態（２０±２℃、湿度６５±５％）の場所にて１時間に亘って放置する。次
に、試験片の表面に記入した６本の直線の長さをそれぞれ測定し、６本の直線の長さの相
加平均値Ｌ１を算出する。下記の式に基づいて変化度Ｓを算出し、変化度Ｓの絶対値を加
熱寸法変化率（％）とする。
　Ｓ＝１００×（Ｌ１－５０）／５０
【０１０７】
　加熱寸法変化率について、
○：良好      ０≦Ｓ＜１；寸法変化率が低く、寸法の安定性が良好であった
△：やや悪い  １≦Ｓ＜３；寸法の変化が見られるものの、実用上使用可能であった
×：悪い      Ｓ≧３；寸法の変化が著しく見られ、実用上使用不可能であった
と判定した。
【０１０８】
（発泡成形体の耐薬品性）
　発泡成形体から縦１００ｍｍ×横１００ｍｍ×厚み２０ｍｍの平面長方形状の板状試験
片を切り出し、２３℃、湿度５０％の条件で２４時間放置する。なお、試験片の上面全面
が発泡成形体の表面から形成されるように試験片を発泡成形体から切り出す。次に、試験
片の上面にガソリン１ｇを均一に塗布し、２３℃、湿度５０％の条件で６０分放置する。
その後、試験片の上面から薬品を拭き取り、試験片の上面を目視観察して下記基準に基づ
いて判断する。
【０１０９】
　耐薬品性について、
○：良好             変化なし
△：やや悪い         表面軟化
×：悪い             表面陥没（収縮）
と判定した。
【０１１０】
（ポリエチレン系樹脂）
　実施例及び比較例で使用したポリエチレン系樹脂の物性値を表１に示す。
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【表１】

【０１１１】
＜実施例１＞
　高密度ポリエチレン（ブラスケム社製、製品名：ＳＧＥ７２５２（原料Ａ））ペレット
１００質量部を押出機に供給して溶融混練して水中カット方式により造粒して楕円球状（
卵状）の高密度ポリエチレン系樹脂粒子を得た。この樹脂粒子の平均重量は０．６ｍｇで
あった。次に、攪拌機付の５リットルのオートクレーブに、ピロリン酸マグネシウム５０
ｇ、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダ３．５ｇを純水２ｋｇに分散させて分散用媒体を
得た。分散用媒体に３０℃で前記高密度ポリエチレン系樹脂粒子６００ｇを分散させて１
０分間保持し、次いで６０℃に昇温して懸濁液を得た。さらに、この懸濁液に、重合開始
剤としてジクミルパーオキサイドを０．６ｇ溶解させたスチレン単量体３００ｇを３０分
かけて滴下した。滴下後、３０分間保持することで、高密度ポリエチレン系樹脂粒子中に
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スチレン単量体を含浸させた。含浸後、１４０℃に昇温し、この温度で２時間重合（第１
重合）させた。
【０１１２】
　次に、１２０℃に下げた懸濁液中に、ジクミルパーオキサイドを４ｇ溶解させたスチレ
ン単量体１１００ｇを４時間３０分かけて滴下した。滴下後、１２０℃で１時間保持する
ことで、高密度ポリエチレン系樹脂粒子中にスチレン単量体を含浸させた。含浸後、１４
０℃に昇温し、この温度で３時間保持して重合（第２重合）させた。この重合の結果、ス
チレン改質ポリエチレン系樹脂粒子を得ることができた。
【０１１３】
　次いで、常温（約２３℃）まで冷却し、オートクレーブからスチレン改質ポリエチレン
系樹脂粒子を取り出した。スチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子２ｋｇと水２リットルと
を、５リットルの攪拌機付オートクレーブに入れた。さらに、発泡剤としてブタン（ｎ-
ブタン：ｉ-ブタン=７：３）１５質量部３００ｇ（５２０ｍＬ）をオートクレーブに入れ
た。この後、７０℃に昇温し、４時間攪拌を続けることで発泡性複合樹脂粒子を得ること
ができた。その後、常温まで冷却して、発泡性複合樹脂粒子をオートクレーブから取り出
し、脱水乾燥させた。
【０１１４】
　次いで、得られた発泡性複合樹脂粒子を笠原工業社製加圧発泡機にて０．０５ＭＰａの
加圧蒸気を使用して嵩密度０．０３ｇ／ｃｍ3に予備発泡させることで、予備発泡粒子を
得た。
【０１１５】
　得られた予備発泡粒子を１日間室温（２３℃）に放置した後、４００ｍｍ×３００ｍｍ
×３０ｍｍの大きさの成形用金型に入れた。その後、０．１５ＭＰａの水蒸気を５０秒間
導入して加熱し、次いで、発泡成形体の最高面圧が０．０１ＭＰａに低下するまで冷却す
ることで、密度０．０４ｇ／ｃｍ3の発泡成形体を得た。
【０１１６】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１.１であり良好なものであった。
【０１１７】
＜実施例２＞
　発泡性複合樹脂粒子を、０．０７ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０２ｇ／ｃ
ｍ3に予備発泡させたこと以外は、実施例１と同様にして０．０２ｇ／ｃｍ3の発泡成型体
を得た。
【０１１８】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１.１であり良好なものであった。
【０１１９】
＜実施例３＞
（１）分散用媒体に３０℃で高密度ポリエチレン系樹脂粒子８００ｇを分散させ、
（２）第１の重合において、ジクミルパーオキサイドを０．８ｇ溶解させたスチレン単量
体４００ｇを使用し、
（３）第２の重合において、ジクミルパーオキサイドを４ｇ溶解させたスチレン単量体８
００ｇを使用し、そして
（４）発泡性複合樹脂粒子を、０．０７ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０２ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして密度０．０２ｇ／ｃｍ3の発泡成
型体を得た。
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【０１２０】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１.１であり良好なものであった。
【０１２１】
＜実施例４＞
（１）分散用媒体に３０℃で高密度ポリエチレン系樹脂粒子１０００ｇを分散させ、（２
）第１の重合において、ジクミルパーオキサイドを１ｇ溶解させたスチレン単量体５００
ｇを使用し、
（３）第２の重合において、ジクミルパーオキサイドを３ｇ溶解させたスチレン単量体５
００ｇを使用し、そして
（４）発泡性複合樹脂粒子を、０．１ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０３ｇ／
ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして密度０．０３ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１２２】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１.１であり良好なものであった。
【０１２３】
＜実施例５＞
（１）高密度ポリエチレンに、ブラスケム社製、製品名：ＳＧＥ７２５２（原料Ａ）とブ
ラスケム社製、製品名：ＳＨＤ７２５５ＬＳＬ（原料Ｃ）をＳＧＥ７２５２／ＳＨＤ７２
５５ＬＳＬ＝１００／５０の質量比率で配合した樹脂を使用し、そして
（２）発泡性複合樹脂粒子を、０．０６ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０３ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして、０．０３ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１２４】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子の
形状はＬ／Ｄ＝１.２であり良好なものであった。
【０１２５】
＜実施例６＞
（１）分散用媒体に３０℃で高密度ポリエチレン系樹脂粒子４００ｇを分散させ、
（２）第１の重合において、ジクミルパーオキサイドを０．３ｇ溶解させたスチレン単量
体１７０ｇを使用し、
（３）第２の重合において、ジクミルパーオキサイドを５ｇ溶解させたスチレン単量体１
４３０ｇを使用し、そして
（４）発泡性複合樹脂粒子を、０．０２ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０３ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして密度０．０３ｇ／ｃｍ3の発泡成
型体を得た。
【０１２６】
　得られた発泡成形体の外観及び融着は共に良好であった。得られた発泡成型体の８０℃
７日間における加熱寸法変化は１％以下であり、良好な耐熱性を示していた。また、耐薬
品性も良好であった。また、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレ
ン改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１．１であり良好なものであった。
【０１２７】
＜比較例１＞
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（１）高密度ポリエチレンに、ブラスケム社製、製品名：ＳＨＣ７２６０（原料Ｂ）を使
用し、
（２）発泡性複合樹脂粒子を、０．０３ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．１０ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして、０．１１ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１２８】
　得られた発泡成形体の外観は良好であったが、融着が４０％と低かった。また、得られ
た発泡成型体の８０℃７日間における加熱寸法変化は１.０％以上であり、良好な耐熱性
は示さなかった。しかし、耐薬品性は良好であった。また、製造工程で得られたスチレン
改質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝２．４であり良好なものではなかった。
【０１２９】
＜比較例２＞
（１）高密度ポリエチレンに、ブラスケム社製、製品名：ＳＨＡ７２６０（原料Ｄ）を使
用し、そして
（２）発泡性複合樹脂粒子を、０．０５ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０５ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして、０．０６ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１３０】
　得られた発泡成形体の外観は良好であったが、融着率が５５％と低かった。また、得ら
れた発泡成型体の８０℃７日間における加熱寸法変化は３％以上であり、良好な耐熱性は
示さなかった。しかし、耐薬品性は良好であった。また、製造工程で得られたスチレン改
質ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝２．２であり良好なものではなかった。
【０１３１】
＜比較例３＞
（１）高密度ポリエチレンに、ブラスケム社製、製品名：ＳＨＡ７２６０（原料Ｄ）とブ
ラスケム社製、製品名：ＳＨＣ７２６０（原料Ｂ）をＳＨＡ７２６０／ＳＨＣ７２６０＝
２００／１００質量比率で配合した樹脂を使用し、そして
（２）発泡性複合樹脂粒子を、０．０５ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０８ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例１と同様にして、０．０９ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１３２】
　得られた発泡成形体の外観は良好であったが、融着が５０％と低かった。また、得られ
た発泡成型体の８０℃７日間における加熱寸法変化は３％以上であり、良好な耐熱性を示
さなかった。しかし、耐薬品性も良好であった。また、製造工程で得られたスチレン改質
ポリエチレン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝２．３であり良好なものではなかった。
【０１３３】
＜比較例４＞
（１）高密度ポリエチレンに、東ソー社製、製品名：０８Ｓ５３Ｂ（原料Ｅ）を使用し、
（２）発泡性複合樹脂粒子を、０．０２ＭＰａの加圧蒸気を使用して、嵩密度０．０３ｇ
／ｃｍ3に予備発泡すること以外は実施例６と同様にして、０．０３ｇ／ｃｍ3の発泡成型
体を得た。
【０１３４】
　得られた発泡成形体の外観および融着は良好であった。しかし、得られた発泡成型体の
８０℃７日間における加熱寸法変化は１．０％以上であり、良好な耐熱性は示さなかった
。しかし、耐薬品性は良好であった。また、製造工程で得られたスチレン改質ポリエチレ
ン系樹脂粒子の形状はＬ／Ｄ＝１．１であり良好なものであった。
【０１３５】
　実施例及び比較例の原料種及び評価結果を表２に示す。
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【表２】

【０１３６】
　以上の評価結果より、実施例で得られたスチレン改質ポリエチレン系樹脂粒子及び発泡
成形体は、比較例で得られたものと比べて、耐熱性に優れていることを示している。
【０１３７】
　このため、本発明の発泡成形体を部品梱包材、自動車部材又は緩衝材として好適に使用
することができる。
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